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IRに関するお問い合わせ : 経営企画部 コーポレートコミュニケーション室 03-5276-2454IRに関するお問い合わせ :  経営企画部 コ ポレ トコミュニケ ション室 03 5276 2454

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に
基づいており、実際の業績は経済情勢等様々な不確定要因により、これらの予想数値と異なる場合があります。



2016年6月期 実績

2016.6期 2015.6期 前期 前期 2016.6期 計画 計画
（単位 百万円）

２年連続で過去最高売上高を更新。コンサルタント国内事業と電力エンジニアリング事業
が牽引し、営業利益は計画を大幅に超過。収益性は着実に向上。

実績 実績
前期
増減

前期
比率 計画 増減 比率

受注高（※） 84,827 87,573 ▲ 2,745 96.9% 84,000 827 101.0%

売上高 81 865 81 839 25 100.0% 84 000 ▲ 2,134 97.5%

（単位：百万円）

売上高 81,865 81,839 25 100.0% 84,000 ▲ 2,134 97.5%

売上総利益 22,359 21,785 574 102.6% 21,800 559 102.6%

営業利益 4,723 4,502 221 104.9% 4,200 523 112.5%,
経常利益 4,365 5,477 ▲ 1,111 79.7% 4,500 ▲ 134 97.0%

親会社株主に帰属
する当期純利益 1,823 4,261 ▲ 2,437 42.8% 2,200 ▲ 376 82.9%

– 受注高は、コンサルタント海外事業において大型案件の成約遅延で前期割れも、電力エンジニ
アリング事業が想定以上の好調で計画並み

– 売上高は、コンサルタント海外事業の遅れで計画割れも、他事業でカバーして過去最高額売上高は、コンサルタント海外事業の遅れで計画割れも、他事業でカバ して過去最高額

– 営業利益は、売上原価の改善により前期および計画を上回る

– 経常利益は、円高による為替差損の影響が大きく、前期および計画を下回る

– 当期純利益は 経常利益の未達と税率の上昇により 計画を下回る
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当期純利益は、経常利益の未達と税率の上昇により、計画を下回る

（※）連結受注高について、本資料内ではBDP社の影響を含まず、前期と同様の基準にて記載しております。
BDP社を含む受注高は、101,079百万円（前期比率115.4%）です。



セグメント別実績（受注高）
2016.6期

実績
2015.6期

実績
前期
増減

前期
比率

計画
増減

計画
比率

受注高 84 827 87 573 ▲ 2 745 96 9% 827 101 0%

（単位：百万円）

受注高 84,827 87,573 ▲ 2,745 96.9% 827 101.0%

コンサルタント国内 44,109 45,057 ▲ 947 97.9% 1,109 102.6%

コンサルタント海外 25 936 28,889 ▲ 2,953 89.8% ▲ 2,063 92.6%コンサルタント海外 25,936 28,889 ▲ 2,953 89.8% ▲ 2,063 92.6%

電力エンジニアリング 14,716 13,595 1,120 108.2% 716 105.1%

その他 64 30 34 212.0% - -
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セグメント別実績（売上高）
2016.6期

実績
2015.6期

実績
前期
増減

前期
比率

計画
増減

計画
比率

売上高 81 865 81 839 25 100 0% ▲2 134 97 5%

（単位：百万円）

売上高 81,865 81,839 25 100.0% ▲2,134 97.5%

コンサルタント国内 40,778 41,845 ▲1,067 97.4% ▲221 99.5%

コンサルタント海外 22 070 20,174 1,896 109.4% ▲1,929 92.0%コンサルタント海外 22,070 20,174 1,896 109.4% ▲1,929 92.0%

電力エンジニアリング 17,522 17,857 ▲334 98.1% 522 103.1%

不動産賃貸 514 821 ▲306 62.7% ▲185 73.5%

≪電力エンジニアリング≫

その他 979 1,141 ▲162 85.8% ▲320 75.3%
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セグメント別実績（営業利益）
2016.6期

実績
2015.6期

実績
前期
増減

前期
比率

計画
増減

計画
比率

営業利益 4 723 4 502 221 104 9% 523 112 5%

（単位：百万円）

営業利益 4,723 4,502 221 104.9% 523 112.5%

コンサルタント国内 2,956 2,723 233 108.6% 556 123.2%

コンサルタント海外 1 156 285 871 405.3% ▲ 243 82.6%コンサルタント海外 1,156 285 871 405.3% ▲ 243 82.6%

電力エンジニアリング 3,048 2,834 213 107.5% 948 145.1%

不動産賃貸 386 584 ▲ 198 66.1% ▲ 13 96.6%

その他・全社費用 ▲ 2,824 ▲ 1,925 ▲ 898 - ▲ 724 -
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セグメント別概況

コンサルタント国内

– 受注高は、4～6月の前倒し発注の対応強化が奏功し、計画を上回る。

売 高 震災関連案件 減少 前年 期を るも 重点領域 事業 好調 計 どおり– 売上高は、震災関連案件の減少で前年同期を下回るも、重点領域の事業は好調で計画どおり。

– 営業利益は、販管費で前期まで発生していたのれん償却費がなくなったこと、生産性向上及びコスト
削減により原価率が低減されたことで、計画を上回る結果となった。（営業利益率 前期：6.5%→今期
：7 3%）

コンサルタント海外

– 受注高は、大型案件の成約遅延の影響で、前期および計画を下回る。

：7.3%）

受注高は、大型案件の成約遅延の影響で、前期および計画を下回る。

– 売上高は、現地法人が好調で前期を上回るも、大型案件の成約遅延の影響で計画未達。

– 営業利益は、施工監理ステージ案件の増加等により大幅に改善するも、売上未達の影響で計画
には届かず。 （営業利益 前期：1.4%→今期：5.2%）

電力エンジニアリング

届 ず。 （営業利益 前期 % 今期 %）

– 受注高は 変電所設備に係る製造・工事の受注が好調で 前期および計画を上回る– 受注高は、変電所設備に係る製造・工事の受注が好調で、前期および計画を上回る。

– 売上高は、民間向け水車発電機改良案件と変電所関連案件など大型案件の計上で、計画を上回る。

– 営業利益は、コストダウンの取組みが奏功し、原価率が低下したことにより、収益性が大幅に向上。
（営業利益率 前期：15 9%→今期：17 4%）
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（営業利益率 前期：15.9%→今期：17.4%）



BDP社連結による業績影響について
2016年4月1日に英国建築設計会社BDP社を完全子会社化

■名称 BDP Holdings Limited

■所在地 Manchester , UK

■資本金 5.0百万ポンド

■設立年 1961年4月

BDP社マンチェスターオフィス

■設立年 1961年4月

■従業員数 約850名

■売上高 84.4百万ポンド（2015年12月期）

買収金額 02 2 ポ ド（約 63 億 ）■買収金額 102.2百万ポンド（約163.5億円）

2016年6月期業績への影響

2017年6月期業績への影響

2016年6月期業績への影響

• 2016年6月期には、BDP社の2016年4月1日の貸借対照表のみを連結。損益計算書の連結はなし。

2017年6月期業績 の影響

• 2017年6月期には、BDP社の2016年4月～2017年3月（3か月ずれ）を連結

• BDP社の2017年6月期計画は、売上高は約140億円、営業利益（のれん償却後）は約6億円

償却費は 2017年6月期 2018年6月期は約10億円（のれん：約5億円/ 20年償却 その他無形
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• 償却費は、2017年6月期・2018年6月期は約10億円（のれん：約5億円/ 20年償却、その他無形
固定資産：5億円強）。 ※計画為替レート：1ポンド＝160円



中期経営計画（NK-AIM） 上方修正
2018年6月期数値目標（当初）

連結売上高

1,000億円
営業利益

64億円
営業利益率

6 4%
ROE

7 5%1,000億円 64億円 6.4% 7.5%

2018年6月期数値目標（修正後）

連結売上高

1,150億円
営業利益

74億円
営業利益率

6.4%
ROE

7.5%

基本方針

主力３事業の持続的成長 /新事業の創出と拡大 /自律と連携≪NEW≫

事業における重点課題

(1)グローバル展開の一層の進化 → 世界で進化（Advance）

全社共通施策

(1)技術政策：
次世代基幹技術の開発と
生産性のさらなる向上

(2)主力事業の深化による一層の
業域拡大と収益性の向上

→ 日本で深化（Intense）

(3)新事業領域の創出に向けて

生産性のさらなる向上

(2)人事政策： 人財の確保と育成の強化

ラボレ シ ンの促進と(3)新事業領域の創出に向けて
総合技術力の真価を発揮

→ 発揮する真価（Merit） (3)組織政策：
コラボレーションの促進と
コーポレートガバナンスの強化
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中期経営計画 NK-AIM 上方修正後
単位：百万円

2016年6月期
実績

2017年6月期 2018年6月期

修正見通し 当初（※1） 修正計画 当初（※1）

連結受注高 84,827 104,000 89,000 114,000 100,000
コンサルタント国内 44,109 46,000 45,000 52,000 52,000

2 936 28 000 30 000 30 000 32 000コンサルタント海外 25,936 28,000 30,000 30,000 32,000
電力エンジニアリング 14,716 16,000 14,000 16,000 15,000
都市空間 ー 14,000 ー 15,000 ー

連結売上高 81,865 105,000 89,000 115,000 100,000
コンサルタント国内 40,778 45,000 43,800 50,000 50,000
コンサルタント海外 22,070 26,000 26,000 28,500 29,000
電力エンジニアリング 17,522 18,500 17,600 19,500 18,000
都市空間 ー 14,000 ー 15,000 ー, ,
その他（不動産事業含む） 1,493 1,500 1,600 2,000 3,000

営業利益 4,723 6,000 4,700 7,400 6,400
コンサルタント国内 2,956 3,200 2,500 3,500 3,400
コンサルタント海外 1 156 1 600 1 700 2 100 2 400コンサルタント海外 1,156 1,600 1,700 2,100 2,400
電力エンジニアリング 3,048 3,100 2,000 2,800 2,100
都市空間 ー 600 ー 800 ー

その他（不動産事業含む）・全社費用 ▲ 2,438 ▲ 2,500 ▲ 1,500 ▲ 1,800 ▲ 1,500
経常利益 4 365 6 300 5 500 7 400 7 000経常利益 4,365 6,300 5,500 7,400 7,000
親会社株主に帰属する当期純利益 1,823 3,600 2,800 4,300 4,300

営業利益率（％） 5.8 5.7 5.2 6.4 6.4
ROE（％） 3.5 6.7 5.2 7.5 7.5
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（※1） 当初計画値については、内部取引を含む受注・売上高から外部顧客への受注・売上高に調整したものを記載しています。
（※2） 1株当たり配当金については、2017年1月1日に実施する株式併合を考慮しない場合の金額です。株式併合後は、75.0円となります。

1株当たり配当金（円） 10.0 15.0（※2）


